
江東区感震ブレーカー設置費用助成金交付要綱 

令和５年９月１日 

５江総防第５８９号 

（目的） 

第１条 この要綱は、火災危険度の高い地域における住宅に感震ブレーカーを

設置する者に対し、その経費の一部を助成することにより、震災時における

電気に起因する火災の抑制を図り、もって災害に強いまちづくりを実現する

ことを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

(1) 感震ブレーカー 震災時に、住宅内の電気を遮断することで電気に起因

する出火を防止するための器具のうち、分電盤タイプ（内蔵型）又は分電

盤タイプ（後付型）のものをいう。 

(2) 分電盤タイプ（内蔵型） 一般社団法人日本配線システム工業会の感震

機能付住宅用分電盤（JWDS０００７付２）の規格（以下単に「規格」とい

う。）で定める構造及び機能を有するもので、住宅用分電盤に感震装置が

内蔵されているものをいう。 

(3) 分電盤タイプ（後付型） 規格で定める構造及び機能を有するもので、

既存の住宅用分電盤の近傍に取り付けるものをいう。 

（助成対象者） 

第３条 助成対象者は、別表に掲げる助成対象地域内に住宅を有し、かつ、現

に居住している者で、当該住宅に感震ブレーカーの購入及び設置をしようと

するものとする。ただし、助成対象者が第６条の規定による交付申請をした

ときに、当該助成対象者と同一世帯に属する者は、助成対象者としない。 

（助成対象経費） 

第４条 助成対象経費は、感震ブレーカーの購入及び設置に要する費用（分電

盤タイプ（後付型）を設置する場合において、既存の住宅用分電盤を交換す

る必要があるときは、当該住宅用分電盤の交換に要する費用を含む。）とす

る。 



（助成金の額） 

第５条 助成金の額は、助成対象経費の実支出額に３分の２を乗じて得た額と

５万円のうち、いずれか少ない額とし、予算の範囲内で交付する。ただし、

同一の助成対象者に対する助成金の交付は、１回限りとする。 

２ 助成金の額は、１，０００円単位とし、１，０００円未満の端数が生じた

ときは、これを切り捨てる。 

（交付申請） 

第６条 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、感

震ブレーカーの購入及び設置が完了する年度の２月末日までに、江東区感震

ブレーカー設置費用助成金交付申請書（別記第１号様式）に次に掲げる書類

を添えて、区長に申請するものとする。 

(1) 見積書その他購入及び設置予定の感震ブレーカーの種類、金額等が記載

された書類 

(2) 住宅を所有していることを証明する書類（固定資産税納税通知書の写し

等） 

(3) 前２号に掲げるもののほか、区長が必要と認める書類 

（交付決定） 

第７条 区長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、

適当と認めるときは江東区感震ブレーカー設置費用助成金交付決定通知書

（別記第２号様式）により、不適当と認めるときは江東区感震ブレーカー設

置費用助成金交付申請却下通知書（別記第３号様式）により、速やかに申請

者に通知するものとする。 

２ 区長は、前項の交付決定に際し、必要な条件を付することができる。 

（変更等の申請及び承認） 

第８条 前条の規定により助成金の交付決定を受けた者（以下「助成決定者」

という。）は、第６条の規定により申請した内容を変更し、又は中止しよう

とするときは、速やかに江東区感震ブレーカー設置費用助成金変更承認申請

書（別記第４号様式）又は江東区感震ブレーカー設置費用助成金中止承認申

請書（別記第５号様式）（以下これらを「変更申請書等」という。）により、

区長に申請し、その承認を得なければならない。 



２ 区長は、変更申請書等の提出があったときは、その内容を審査し、変更等

の承認の可否を決定し、江東区感震ブレーカー設置費用助成金変更等承認・

不承認通知書（別記第６号様式）により、助成決定者に通知するものとする。 

３ 区長は、第１項の規定による申請があった場合において、助成対象経費の

額に変更が生じるときは、前条第１項の規定による交付決定の額を上限とし

て、交付決定の額を変更するものとする。 

（実績報告） 

第９条 助成決定者は、感震ブレーカーの購入及び設置が完了したときは、速

やかに江東区感震ブレーカー設置費用助成金実績報告書（別記第７号様式）

に次に掲げる書類を添えて、区長に報告しなければならない。 

(1) 感震ブレーカーの設置工事の実施状況が確認できる写真（建物外観、施

工前・施工後） 

(2) 領収書その他感震ブレーカーの購入及び設置に要した費用が確認できる

書類 

(3) 前２号に掲げるもののほか、区長が必要と認める書類 

（額の確定） 

第１０条 区長は、前条の規定による実績報告を受けた場合において、当該実

績報告書の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、当該報告の内容が

この交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めるときは、交付

すべき助成金の額を確定し、江東区感震ブレーカー設置費用助成金交付額確

定通知書（別記第８号様式）により、助成決定者に通知するものとする。 

（助成金の請求及び交付） 

第１１条 前条の規定により助成金の額の確定を受けた助成決定者は、速やか

に江東区感震ブレーカー設置費用助成金交付請求書兼口座振替依頼書（別記

第９号様式）により、区長に助成金の交付を請求するものとする。 

２ 区長は、前項の規定による請求があったときは、当該助成決定者に対し、

速やかに助成金を交付する。 

（交付決定の取消し） 

第１２条 区長は、助成決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、助成

金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 



(1) 偽りその他不正な手段により助成金の交付決定を受けたとき。 

(2) 助成金の交付決定の内容若しくはこれに付した条件に違反したとき。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、区長が不適当と認める事由が生じたとき。 

２ 区長は、前項の規定により助成金の交付決定の全部又は一部を取り消した

場合は、速やかに江東区感震ブレーカー設置費用助成金交付決定取消通知書

（別記第１０号様式）により、助成対象者に通知するものとする。 

（助成金の返還） 

第１３条 区長は、前条の規定により助成金の交付決定の全部又は一部を取り

消した場合において、当該取消しに係る部分に関し、既に助成決定者に助成

金を交付しているときは、期限を定めてその返還を命じなければならない。 

２ 前項の規定による補助金の返還に係る違約加算金及び延滞金の取扱いにつ

いては、江東区補助金等交付事務規則（平成２０年３月江東区規則第２４号）

に定めるところによる。 

（財産処分の制限期間） 

第１４条 江東区補助金等交付事務規則第２３条に規定する目的に反する使用、

譲渡、交換、貸付け又は担保に供することを制限する期間は、感震ブレーカ

ーの設置が完了した日から１０年とする。ただし、住宅の新築又は改築を行

う場合、天災による場合等は、この限りでない。 

（免責） 

第１５条 この事業は、地震発生時の家屋の出火及び延焼から生命及び財産を

守ることを保証するものではなく、江東区は地震発生時に助成決定者が被っ

た被害については、その責任を負わないものとする。 

（委任） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、助成金の交付に関し必要な事項は、

総務部長が別に定める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、令和８年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規程の施行の際、この規程による改正前の江東区感震ブレーカー設置



費用助成金交付要綱の別記第１号様式による用紙で、現に残存するものは、

所要の修正を加え、なお使用することができる。 

別表（第３条関係） 

助成対象地域 備考 

三好二丁目、亀戸三丁目、亀戸五丁

目、大島二丁目、大島七丁目、北砂

三丁目、北砂四丁目、北砂五丁目、

北砂六丁目、北砂七丁目、東砂四丁

目、東砂五丁目、南砂四丁目 

不燃化特区を含む町丁目並びに地震に

関する地域危険度測定調査［第９回］

（東京都都市整備局）における火災危

険度４及び５の地域 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 

 


